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【 テ キ ス ト Ⅰ Ｐ 74 動 画 差 替 ・ 追 加 （ 第 2章 所 有 権 移 転 1 0特 定 承 継

9） 】  

 

９   生 前 売 買  
                                  売買契約 7/1                     

                    Ａ                                    Ｂ        

                 7 /10死亡                           7 /10死亡   

 

 

                甲        乙                          丙        丁  

                           

 １   所有権保存  

         Ａ  

 

                                                             

 

      ①ＡからＢに所有権移転登記をする前にＡもＢも死亡した場合  

       ⇒相続人から申請する  

 

 

      ②相続人とは？  

        ａ相続放棄者・相続欠格者・被廃除者は含まず           

          ⇒相続欠格者・被廃除者に代襲相続人があれば、その者が申請人となる  

 

 

        ｂ特別受益者      権利者側     相続分あり⇒申請人となる  

 

                                 相続分なし⇒申請人とならない  

 

                      義務者側        申請人となる  
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                                  売買契約 7/1                     

                    Ａ                                   Ｂ        

                  7/10死亡                           7 /10死亡    

 

 

                甲        乙                          丙        丁  

１   所有権保存  

         Ａ  

 

     ①登記義務者の相続  

          Ａの相続人甲・乙は所有権移転登記義務を承継  

          ⇒Ａに代わって甲・乙が登記申請手続きを行う           

                       

          ａこの場合、相続人の全員から申請しなければならない (昭27.8.23第74号)  

           ※ 保 存 行 為 と は な ら な い か ら 。            

                                     

          ｂ当然、特別受益者も含まれる (登研194号)            

          ※ 特 別 受 益 者 と い え ど も 義 務 は 全 て 承 継 し て い る か ら 。                           

 

          ｃ遺産分割協議で、登記申請義務を負担する者を定めることはできない  

                           (昭34.9 .15第2067号)  
       ｄ相続人全員が相続放棄をしている場合            
      ⇒相続財産清算人から申請する (登研479号)          

 

        ｅ相続人と包括受遺者がいる場合                           

      ⇒包括受遺者から申請する (登研409号 昭56.9.8第5484号) 
 

※ 包 括 受 遺 者 は ､相 続 人 と 同 一 の 権 利 義 務 を 有 し ､遺 贈 者 の 債 務 も 承 継 し て い る か ら 。  

 ま た 、 当 該 包 括 遺 贈 の 遺 言 執 行 者 も 当 該 生 前 売 買 に 係 る 所 有 権 移 転 登 記 申 請 の 代 理 権 を 当 然 に  

有 す る も の で は な い （ 昭 ５ ６ ． ９ ． ８ 第 ５ ４ ８ ４ 号 ） 。  

     

     ②登記権利者の相続  

          Ｂの相続人丙・丁は実体上所有権を取得している  

                      ▼ し か し  

          Ａから直接丙・丁への移転登記はできない (登研308号)   

    ※ 実 体 を 反 映 し な い 中 間 省 略 登 記 と な っ て し ま う か ら 。              

                      ▼ そ こ で  

          ＡからＢへの売買を原因とする所有権移転登記  

                      ▼ 次 に  

          Ｂから丙・丁への相続を原因とする所有権移転登記  

                      ▼ こ れ ら の 場 合  

          相続人の１名から全員のためにこれらの登記を申請することができる    

          ※ 保 存 行 為 は 単 独 で 可 能 だ か ら 。                                   (登研165号)      



 -  3 -

           Ｒ 2．７．１売買  

    田中花子       田中太郎        山本次郎     山本陽子 

Ｒ 2．７．１０死亡           Ｒ 2．７．１０死亡 

 

 

         田中公平 

                   

１   所有権保存  

       田中太郎  

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）申請人  

         義務者の住所は相続人の住所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  登記の目的  所有権移転  

 

  原因       令和２年７月１日売買  

 

  権利者     住所 亡山本次郎  

           住所 上記相続人 山本陽子  

 

  義務者     住所 亡田中太郎相続人田中公平  

 

 

  添付情報   登記原因証明情報 登記識別情報  

           印鑑証明情報 住所証明情報  

           相続証明情報   代理権限証明情報  

 

 合併の場合の権利者の記載(登研168)  

 

 権利者     住所 Ａ株式会社  

          住所  上記承継会社Ｂ株式会社  

（会社法人等番号1234-56-789012）  

              代表取締役 北浜太郎  
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（２）添付情報    

        ①住所を証する情報                   

           被相続人の最後の住所地を証する情報   

           ⇒住民票の除票ｏｒ戸籍の附票等  

 

        ②相続があったことを証する情報            

          ⇒令７Ⅰ⑤イの相続があったことを証する情報を提供する  

          ※ 相 続 人 た る 身 分 を 証 明 す る た め 。  

 

        ③登記識別情報  

          ⇒被相続人の登記識別情報を提供する  

          ※ 登 記 名 義 人 は 被 相 続 人 で あ り ､相 続 人 の 登 記 識 別 情 報 は 存 在 し な い 。  

 

        ④印鑑証明情報  

          ⇒相続人の印鑑証明書を提供する  

          ※ 委 任 状 に 押 印 す る の は 相 続 人 で あ り ､相 続 人 の 申 請 意 思 を 確 認 す る も の で あ る か ら 。  

 

        ⑤委任状    

 

原則  相続人から司法書士にあてた委任状を提供する  

例外  

（注）  

被相続人が生前司法書士に委任状を交付していた場合  

⇒これを提供することもできる (17)      

                                       

この場合、印鑑証明書は被相続人のものを提供する  

⇒作成後３カ月以内のものに限る (平6.1.14第366号)  

 

（注）  

ａこの場合も委任者の相続人を本人とする登記申請であるから代理人  

が死亡の事実を知っている以上､申請情報には相続人の住所 ･氏名を  

記載し ､その身分を証する相続があったことを証する情報を提供する  

(平 6.1.14第 366号 ・ 令 ７ Ⅰ ⑤ イ )。  

    

ｂ印鑑証明書が作成後３ヵ月を経過してしまった場合は､あらためて相  

続人全員から代理人に対して登記の申請を依頼し､相続人全員の印鑑  

証明書を添付しなければならない。  

                 
 

   （３）その他  
    登記識別情報の通知  

⇒被相続人山本次郎名義の登記識別情報が、相続人山本陽子に対して通  

知される（平 18.2 .28第 523号・登研 701号）  
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【 テ キ ス ト Ⅰ Ｐ 52】  

（１）原因及び日付  

          令和２年７月１０日を記載する  

 

（２）添付情報  

         農地法第３条の許可を証する情報  

          ⇒登記原因に関する第三者の許可・同意・承諾したことを証する情報に

      該当し、添付情報となる (令7Ⅰ⑤ﾊ)  

 

（３）相続と農地法の許可  

       ①許可到達前に売主が死亡した場合  

     ⇒ そ の 売 主 に 対 し て な さ れ た 許 可 は 有 効で あ り 、相続人へ相続登記を  

した後、買主への所有権移転登記を申請する (登研545号  昭40.3.30第309号)  

                                                  

   

                    ①令和２年７月１日売買  

甲                    乙                       

            農地                        ③ 令 和 ２ 年 ７ 月 ３ ０ 日 許 可 書 到 達  

 

   ② 令 和 ２ 年 ７ 月 １ ０ 日 相 続  

１   所有権保存  

         甲  

 

                                                              

                                                              

                   丙                                          

 

            (登記の順序)                    

① 甲 ⇒ 丙 へ の 相 続 登 記   令 和 ２ 年 ７ 月 １ ０ 日 相 続  

② 丙 ⇒ 乙 へ の 移 転 登 記   令 和 ２ 年 ７ 月 ３ ０ 日 売 買  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 許 可 が 所 有 権 移 転 の 効 力 要 件 で あ る 以 上 ､そ の 許 可 前 に 相 続 が 生 じ る と ､丙 が 当 該 農 地 を 一 旦 取 得 す る  

こ と に な る 。 な お 、 相 続 に つ い て の 許 可 は 要 し な い 。  

ａ 許 可 を 条 件 と す る 仮 登 記 が さ れ て い る 場 合  

⇒ 許 可 前 に 売 主 が 死 亡 し て も 相 続 登 記 を 経 ず に 本 登 記 が で き る （ 昭 ３ ５ ． ５ ． １ ０ 第 ３ ２ ８ 号 ）  

ｂ 被 相 続 人 が 生 前 に 売 買 し た 農 地 に つ い て ､相 続 人 不 存 在 の 場 合 に 相 続 財 産 清 算 人 が 農 業 委 員 会 へ 許 可 申  

請 を し ､そ の 許 可 を 得 て 登 記 申 請 を す る と き は ､家 庭 裁 判 所 の 許 可 を 証 す る 情 報 の 提 供 を 要 し な い  

                                          (平3.10.29第5569号)  

理 由  

発 展  

発 展  
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【 テ キ ス ト Ⅰ Ｐ 116】  

１ ９   遺 贈  

      相手方の承諾のいらない単独行為  

          ⇒遺言者の死亡によって、遺贈の効力が生じる  

          （ 相 続 登 記 を 経 る こ と な く ､直 接 受 遺 者 へ 移 転 登 記 が で き る ）        
 

 

（１）遺贈の種類  

 

包括遺贈  遺産の「全部」ｏｒ「割合的一部」（ ex.  全財産の３分の１）  

特定遺贈  「特定財産」（ ex.甲土地）  

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）受遺者となれる者   

   

 
①自然人  

 

 

 

 

 

 ※ 胎 児 名 義 で の 遺 贈 登 記 も で き る (対 話 式 不 動 産 登 記 ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ40選 )  

②遺言者の相続人  

③法人  

④胎児(965･886)  

 

 

        受遺者にも相続人と同じ欠格事由あり (民 965･891)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

cf .全 財 産 の ２ 分 の １ を 甲 乙 に 均 分 に 贈 与 し ､残 部 を 相 続 人 が 法 定 相 続 す る 旨 の 遺 言 が あ っ た 場 合  

   ⇒ 包 括 遺 贈 で あ る か ら 、 所 有 権 の ２ 分 の １ の 包 括 遺 贈 に よ る 移 転 登 記 OK(昭 34.4.6第 658号 )  

 

cf .法 人 も 受 遺 者 と な る こ と が で き る が ､遺 言 者 死 亡 時 に 定 款 そ の 他 の 約 款 も 存 在 し な い 法 人 は 不 可 (昭 44. 

6 .5第 203号 )  

 

発 展  

発 展  
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  ＜申請手続＞  

             Ｒ 2． 7． 1死亡        特定遺贈                                  

              田中太郎                      山本次郎          

 

   

                

            遺言執行者（鈴木三郎）ｏｒ相続人（田中一郎）                     

※ 必 ず し も 遺 言 執 行 者 を 選 任 す る 必 要 は な い が 、 遺 言 執 行 者 が あ る 場 合 、 遺 言 の 執 行 は 、 遺 言 執 行 者  
の み が 行 う こ と が で き る （ 民 １ ０ １ ２ Ⅱ ） た め 、 遺 言 執 行 者 が 登 記 権 利 者 と 共 同 申 請 に よ り 登 記 を  
行 う 。 遺 言 執 行 者 が な い 場 合 は 、 相 続 人 が 登 記 権 利 者 と 共 同 申 請 に よ り 登 記 を 行 う 。  

        

           

 １   所有権保存  

     田中太郎  

 

 

 

        （遺言執行者が就任している場合）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  登記の目的  所有権移転  

 

  原因       令和２年７月１日遺贈  

 

  権利者     大阪市北区波花町２番７号  

               山本次郎  

  義務者     大阪市中央区伏見町一丁目２番３号  

                亡田中太郎  

 

  添付情報   登記原因証明情報  

           田中太郎の登記識別情報  

           遺言執行者鈴木三郎の印鑑証明書  

           山本次郎の住民票の写し及び委任状  

           遺言執行者の代理権限を証する情報として田中太郎の遺言書  

及び戸（除）籍謄本  

           遺言執行者鈴木三郎の委任状  

 

 課税価格    金 1,000万円  

 

 登録免許税  金 20万円  

 

甲土地  
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（１）登記申請形態                    

         ①原則、共同申請 (特 定 遺 贈 or包 括 遺 贈 問 わ ず )                   

 

         ②相続人に対する遺贈による所有権移転
．．．．．

登記  

       ⇒受遺者で相続人から単独で申請ができる（ 63Ⅲ－令和３年改正）  

 

※ 特 定 財 産 承 継 遺 言 で は 登 記 原 因 証 明 情 報 と し て 遺 言 書 を 提 供 し て 相 続 人 が 単 独 で 所 有 権 移 転 登 記  

を 申 請 す る こ と が 認 め ら れ て い る 。 一 方 、 相 続 人 対 す る 遺 贈 は 、 遺 言 に よ っ て 被 相 続 人 か ら 相 続  

人 に 対 し て 権 利 が 移 転 す る と い う 点 で は 特 定 財 産 承 継 遺 言 と 同 様 で あ り 、 当 該 遺 言 書 を 添 付 す る  

こ と に よ り 同 程 度 の 真 正 担 保 を 図 る こ と が で き る と 考 え ら れ た 。  

 

こ の 場 合 に お い て も 、 原 則 ど お り 共 同 申 請 で 申 請 す る こ と が 禁 止 さ れ る わ け で は な い 。  

 

相 続 人 以 外 の 第 三 者 に 対 す る 遺 贈 に つ い て は 、 こ れ を 相 続 （ 特 定 財 産 承 継 遺 言 ） と 同 視 す る こ と  

は で き な い た め 、 原 則 ど お り 共 同 申 請 に よ る 。  

 

  相 続 人 に 対 す る 遺 贈 で あ っ て も 、 不 動 産 の 所 有 権 以 外
． ．

が 対 象 に な っ て い る 場 合 は 、 本 規 定 の 対 象  

と な ら な い 。  

 

 

（２）登記原因及びその日付  

 

         日付：遺言者死亡の日              

                         

              停止条件付遺贈         

死亡前に条件成就  死亡の日  

死亡後に条件成就  条件成就の日  

 
 

          原因：特定遺贈でも包括遺贈でも、単に「遺贈」  

 

                相続人が被相続人から特定の不動産の遺贈を受けた場合  

                              

                原因  

「相続」  ×  

「遺贈」  ○  

 

 

 

                                                

cf .受 遺 者 た る 相 続 人 は 登 記 義 務 者 に 含 ま れ な い (登 研 364号 )。  発 展  
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（３）申請人  

        ①遺言執行者の表示はしない  

          ※ 中 間 の 代 理 人 で あ る た め （ た だ し 、 表 示 す る 書 式 例 も あ る ） 。  

 

 

        ②相続人を登記義務者として申請する場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④指定された遺言執行者が死亡している場合 (昭 43.8.3第 1837号 ) 
 

ａ甲が所有不動産を乙に遺贈する旨の遺言書を作成し、遺言執行者Ａ  

を指定した後に死亡  

ｂＡは甲の死亡後、登記手続をしないまま死亡  

ｃ乙は当該不動産を丙に遺贈する旨の遺言書を作成し、遺言執行者Ｂ  

を指定した後に死亡  

 

                          ①       遺 贈      ③     遺 贈  

                            甲          乙         丙  

 ②  

                          Ａ                Ｂ  

                      （ 遺 言 執 行 者 ）       （ 遺 言 執 行 者 ）  

                          Ｃ                Ｄ  

                       （ 甲 の 相 続 人 ）       （ 乙 の 相 続 人 ）  

 

         ア甲から乙への所有権移転登記  

        ⇒甲の相続人Ｃと遺言執行者Ｂｏｒ乙の相続人Ｄの共同申請  

 

※ Aの 死 亡 に よ っ て 遺 言 執 行 に 関 す る 代 理 権 は 消 滅 し て い る た め 、 甲 の 相 続 人 Ｃ が 申 請 人 と な る 。  

遺 言 執 行 者 Ｂ に と っ て は 、 遺 言 の 執 行 （ 乙 ⇒ 丙 へ の 移 転 登 記 ） に 必 要 な 行 為 （ 民 10 1 2） に 含 ま れ る  
た め 、 そ の 申 請 適 格 が 認 め ら れ る 。  

          
 

        イ乙から丙への所有権移転登記  

          ⇒遺言執行者Ｂと丙の共同申請  

          ※ 乙 の 相 続 人 は 登 記 義 務 者 と な る こ と が で き な い 。  

 

義務者 大阪市中央区伏見町一丁目２番３号  

      亡田中太郎相続人田中一郎  

 

③相続人のいない者から包括遺贈を受けた者が登記を受ける場合  

 ⇒ 遺言 執行 者 がい ない 場 合は 、遺 言 執行 者の 選 任を 家 庭 裁 判所 に請 求

し、選任された遺言執行者と共同して申請する （ 東 京 高 決 昭 ４ ４ ． ９ ． ８ ）  
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⑤受遺者が遺言執行者に指定されている場合            

        ⇒登記義務者である遺言執行者は同時に受遺者として登記を申請する  

ことができる (大 9.5.4第 1307号  登 研 ３ ０ ７ 号 ) 
 

※ 登 記 申 請 行 為 は 新 た な 権 利 関 係 を 生 じ さ せ る も の で は な く ､債 務 の 履 行 (民 108た だ し 書 )に 準  

ず る も の 。  

          

 

 

一 人 二 役  

                                        

 

 

              （ 遺 言 執 行 者 ）         （ 受 遺 者 ）  

 

 

       ⑥包括遺贈の遺言執行者は、遺贈者が生前に売却した土地の所有権移転  

登記申請の代理権限を当然に有するものではない (昭 56.9.8第 5484号 ) 
                               
         ※ 遺 贈 者 が 生 前 に 売 却 し た 不 動 産 は ､遺 言 執 行 の 範 囲 に 含 ま れ な い か ら 。  

          こ の 場 合 、 た と え 相 続 人 が 存 在 し て も 包 括 受 遺 者 が 登 記 義 務 を 履 行 す る （ 登 研 ４ ０ ９ 号 ） 。  

 

 

                             ① 売 却  

                          甲             乙  

            遺言執行者Ａ  

 

                 ② 包 括 遺 贈  

 

 

丙 （ 包 括 受 遺 者 ）  

 

 

理 由  

乙と丙の共同申請  
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（４）添付情報  

       ①登記原因証明情報  

            遺贈の効力が生じた事実を証する情報を提供する  

⇒「登記名義人の死亡を証する情報」（戸籍謄本等）の他に、「遺  

言書」が必要 （ 登 研 ７ ３ ３ 号 ・ ７ ３ ６ 号 参 照 ・ 令 別 表 ３ ０ ロ ）  

 

※ 遺 贈 を 原 因 と し て 、 所 有 権 が 移 転 し た こ と を 明 ら か に す る た め に は 、 ① 遺 言 者 が 死 亡 し た こ と （ 遺

贈 の 効 力 が 発 生 し た こ と ） の 他 に 、 ② 遺 言 が 民 法 の 定 め る 方 式 に 従 っ て 行 わ れ 、 有 効 で あ る こ と が

必 要  

               ▼  そ こ で  

実 体 法 上 、 特 定 の 方 式 に よ っ て 行 う こ と が 要 求 さ れ る 権 利 変 動 に つ い て は 、 登 記 原 因 証 明 情 報 と し  

て は 、 実 体 法 が 要 件 と す る 書 面 の 提 出 を 求 め 、 申 請 に 係 る 登 記 の 登 記 原 因 が 実 体 法 上 必 要 と さ れ る  

方 式 に 従 っ て 行 わ れ た こ と を 登 記 の 審 査 に お い て 確 認 す る こ と が 相 当 で あ る 。  

▼  ゆ え に  

民 法 上 、 一 定 の 方 式 に 従 っ て 行 う こ と が 要 求 さ れ て い る 遺 言 に つ い て も 、 遺 言 書 の 提 供 を 求 め 、 遺  

言 が 民 法 の 定 め る 方 式 に 従 っ て 行 わ れ て お り 、 有 効 で あ る こ と を 明 ら か に す る 必 要 が あ る  

        ▼  一 方  

遺 言 書 に 代 え て 、 遺 贈 の 内 容 を 報 告 す る 書 面 等 を 提 出 し て も 、 適 法 に 作 成 さ れ た 遺 言 書 自 体 の 提 出  

が な い 限 り 、 ２ ５ ⑨ に よ り 却 下 さ れ る  

▼  な お  

公 正 証 書 遺 言 以 外 は 、 家 庭 裁 判 所 の 検 認 を 受 け た 遺 言 書 で な け れ ば な ら な い  

 

  

相続人が単独で申請する場合は、「相続を証する情報」も必要となる  

（令別表 30ロ－令和４年改正）  

 

        ②農地法の許可を証する情報                      

                   

包括遺贈  不要   ※ 相 続 に 準 ず る か ら 。  

特定遺贈  必要  （注）  

 

（注）相続人に対する特定遺贈では、不要 （ 平 ２ ４ ． １ ２ ． １ ４ 第 ３ ４ ８ ６ 号 ）  

 

ｃ ｆ ． 農 地 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 公 布 ・ 施 行 さ れ た 平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 ２ ４ 日 よ り 前 に 生 じ た  
遺 贈 で あ っ て も 、 同 様 に 取 り 扱 っ て 差 し 支 え な い （ 登 研 ７ ８ ３ 号 参 照 ） 。  

            
 

 
③登記識別情報  

            登記名義人たる遺言者が通知を受けたものを提供する   
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  遺言者  

 

 遺言書等 

 

  遺言執行者  

 

                 委任状  

 

  司法書士  

 

  ④印鑑証明情報                      

 

遺言執行者から申請  遺言執行者の印鑑証明書  

相続人から申請  相続人の印鑑証明書  

 

 

 

        ⑤代理権限を証する情報  

          ａ遺言執行者から申請  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

            ア遺言者が遺言で指定している場合              

 

 遺言書            ※１  

 

 死亡を証する書面 ※２ 

             

  ※ １  代 理 権 の 存 在 及 び そ の 範 囲 を 証 明 。  

 ※ ２  代 理 権 の 発 生 を 証 明 。  e x .  遺 言 者 の 戸 籍 謄 本  

 

            遺言書には、原則として遺言執行者の氏名及び住所を記載する  

 

       ただし、遺言執行者の住所の記載がない場合でも、改めて遺言執行  

者を選任する必要はない (昭45.10.5第4160号)      

 

 

 

 

 

 

            イ遺言で第三者による指定を委託している場合  

              ⇒第三者の指定書をも提供する  

             

※ 遺 言 で 遺 言 執 行 者 が 選 任 さ れ て い る 場 合 は ､一 般 的 に は ､遺 言 者 の 知 人 等 で あ る た め ､氏 名 の み で も  

相 続 人 等 の 関 係 者 に は 明 ら か に な る こ と が 多 い ｡  

ま た ､遺 言 執 行 者 の 就 任 承 諾 の 意 思 表 示 は 相 続 人 に 対 し て し な け れ ば な ら な い の で ､そ れ を 通 じ て  

相 続 人 等 の 関 係 者 に と っ て 遺 言 執 行 者 が 誰 で あ る か が 判 明 す る た め 。  

 

理 由  
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  遺言者  

 

                  相続があったことを証する情報(令7Ⅰ⑤ｲ)  

 

  相続人  

 

                  委任状  

 

  司法書士  

ウ家庭裁判所で選任されている場合  
 

 遺言書             ※1 ○   

 

        選任審判書  ○  

死亡を証する書面   ※2 × 

 

            ※ 1 遺 言 の 執 行 と し て 何 を ど こ ま で や る か は 審 判 書 に は 記 載 さ れ て い な い の で 代 理 権 の 範 囲 を  

                     明 確 に す る た め 。  

  ※ ２  死 亡 の 事 実 に つ い て は 家 庭 裁 判 所 が 確 認 し て い る か ら 。                                         
         

 

 ｂ相続人から申請する場合  

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            ア代理権限を証する情報としては委任状のみ  

 

            イ他に相続人としての身分を証する相続があったことを証する情報を  

提供する (令7Ⅰ⑤ｲ) 
 

  

印鑑証明書  

相続があった 

ことを証する  

情報(令7Ⅰ⑤ｲ)  

代理権限を証する情報   

遺言書  

（注）  

死亡を証 

する書面 
審判書  指定書  

遺  

言  

執  

行  

者  

遺言で指定  
遺言執行者  

のもの  
× ○  ○  × × 

遺言で指定  

を委託  
同上  × ○  ○  × ○  

家庭裁判所  

で選任  
同上  × ○  × ○  × 

相続人  相続人全員  ○  × × × × 

（ 注 ） 遺 言 書 保 管 法 に よ り 遺 言 書 保 管 所 に 保 管 さ れ て い る 自 筆 証 書 遺 言 （ 検 認 不 要 ） に つ い て は 、 「 遺 言 書 情 報 証 明 書 」  

（ 遺 言 書 保 管 法 ９ ・ １ １ ） を 添 付 す る 。  

理 由  
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（５）登録免許税                  

         ２０／１０００ (特 定 遺 贈 ･包 括 遺 贈 問 わ ず )   

                                        

 

       相続人に対する遺贈   ４／１０００ (別 表 (2)ｲ)       
 
 

 

※ 相 続 人 が 、 「 相 続 」 に よ り 取 得 す る 場 合 と 「 遺 贈 」 に よ り 取 得 し た 場 合 の 税 負 担 は 同 じ 方 が 望 ま し  

い 。 こ の 場 合 、 従 前 か ら ｢相 続 を 証 す る 情 報 ｣の 提 供 が 必 要 と さ れ て い た が 、 相 続 人 か ら の 単 独 申 請  

で は 、 登 記 原 因 証 明 情 報 の 一 部 と し て こ れ を 提 供 す る こ と が 必 要 と な る 。  

ｃその他  

  ア 「 指 定 さ れ た 遺 言 執 行 者 が 死 亡 し た と き に は 、 新 た な 遺 言 執 行 者 の 指 定

を ○ ○弁護士会の 会長に委託し、同会長の指定した弁護士を新たな遺言執行

者とする」旨の遺言がなされた  

 

  イ指定された遺言執行者が遺言者の死亡以前に死亡  

 

  ウ上記遺言に基づき、新たな遺言執行者が指定された  

 

  この指定された遺言執行者と受遺者の共同申請で遺贈の登記を申請する場合  

の添付情報 (平 2.12.10第 5488号 )  

 

①遺言書  

②遺言者の死亡を証する書面  

③遺言書において指定された遺言執行者の死亡を証する書面  

④弁護士会会長が新たに遺言執行者を指定したことを証する書面  

（弁護士会会長の資格を証する書面を含む）  
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【 テ キ ス ト Ⅰ Ｐ 138】  

①  必要な登記              

 

 ａの相続登記   

ｂの売買による所有権移転登記  

 

         ⇒「遺贈」の登記は申請の対象とならない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ②遺言執行者が選任されている場合  

      丙から丁への所有権移転登記の前提としての「相続登記」は例外的  

に遺言執行者から申請することもできる（登研 822号・ 824号）  

 

 

 

 

 

 

             

            

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂの登記を遺言執行者が申請する場合の遺言執行者の代理権限を証する情  

報  

⇒遺言執行者が選任された当時既に検認済遺言書が紛失等によって所在  

不明となっていたときは、家庭裁判所の遺言検認調書の謄本でＯＫ  

(平7.6.1第3102号)  

  ※ 検 認 調 書 に は ､遺 言 書 全 文 の 写 し が 添 付 さ れ て い る か ら 。  

 

 

 

③相続人のいない遺言者が清算型の遺言を残して死亡した場合  

  ⇒遺言執行者が選任ｏｒ指定されているときは、改めて相続財産清算人  

を選任することなく、遺言執行者が当該遺言に係る登記を申請できる  

(登研619号)  

   ａ相続財産法人名義への登記名義人氏名変更登記  

   ｂ売買による所有権移転登記                 

 

    

遺
言
執
行
者
選
任 

    

遺
言
書
所
在
不
明 

    

検
認 

検
認
調
書 

  

理 由  

1 所有権保存    甲  

2 所有権移転  相続 丙  

3 所有権移転  売買 丁  

 

 

※ 遺 言 執 行 者 は ､相 続 財 産 の 管 理 そ の 他 遺 言 の 執 行 に 必 要 な 一 切 の 行 為 を す る 権 利 義 務 を 有 す る (101 

2)と さ れ て お り ､当 該 相 続 登 記 が 「 遺 言 の 執 行 に 必 要 な 行 為 」 に 含 ま れ る か が 問 題 と な る 。  

 

登 記 手 続 上 、 当 該 相 続 登 記 が な け れ ば 「 売 買 に よ る 所 有 権 移 転 登 記 」 が 実 現 で き な い 。 つ ま り 、 当 該  

相 続 登 記 の 申 請 行 為 は 、 遺 言 執 行 者 が 遺 言 内 容 の 実 現 の た め 、 売 主 が 負 う 登 記 義 務 の 履 行 の 一 部 で あ  

る か ら 、 「 遺 言 の 執 行 に 必 要 な 行 為 」 に 属 す る と い え る 。  
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【 テ キ ス ト Ⅰ Ｐ 234 動 画 差 替 ・ 追 加 （ 第 2章 所 有 権 移 転 66包 括 承 継

5（ ３ ） ② ③ ） 】  
 

       ②共同相続の登記がされている不動産について、相続開始後の日付の売  

買を原因とし、相続財産清算人が (登 記 義 務 者 で あ る 相 続 人 の 代 理 人 と し て )登記権  

利者と共同で所有権移転登記を申請する際       

                           ▼  

申請書に「限定承認の申述を受理し、民法９３６Ⅰの規定に基づき相  

続人のうちの１名を相続財産清算人に選任した」旨の家庭裁判所の審  

判書の謄本を添付した場合  

                        ▼  

        民法９３２ (弁 済 の た め の 相 続 財 産 換 価 は 競 売 に 限 る )の趣旨に照らして、 §２５⑨  

により却下する (平 8.3.22第 597号 ･598号 )  

 

※ 競 売 に 付 さ な け れ ば な ら な い の は ､任 意 売 却 に よ り 不 当 に 廉 価 な 価 額 で 換 価 さ れ る の を 阻 止 し ､衡 平 な  

換 価 が 期 待 さ れ る か ら で あ る  

                    ▼  た だ し  

実 体 上 は 、 こ の 規 定 に 違 反 し て 任 意 売 却 を し て も 、 取 引 安 全 を 考 慮 し て 有 効 と 解 さ れ て い る 。  

こ の 場 合 、 当 該 相 続 人 は 、 法 定 単 純 承 認 （ 民 ９ ２ １ ） と な り 、 相 続 債 権 者 や 受 遺 者 に 対 し て 損 害 賠 償 責  

任 を 負 う （ 民 ９ ３ ４ ）  

                       ▼  ま た  

相 続 財 産 清 算 人 の 立 場 で は 、 そ の 登 記 の 代 理 権 限 を 認 め ら れ る も の で は な い の で 、 当 該 登 記 申 請 は 、 原  

則 と し て 、 相 続 人 全 員 が 登 記 義 務 者 と し て 申 請 す る 。  

         

仮 に 相 続 財 産 清 算 人 が 申 請 す る の で あ れ ば 、 他 の 相 続 人 か ら の 個 別 の 委 任 が 必 要 と な り 、 そ の 委 任 状 を  

添 付 し な け れ ば な ら い な い こ と と な る （ 登 研 ５ ９ １ 号 ） 。  

 

         

 

   

   ③限定承認後、相続財産清算人 (共 同 相 続 の 場 合 は ､そ の 中 か ら 1人 選 ば れ る  民 936)と  

全債権者との間で協議の結果、相続財産を競売により換価することな  

く第三者に処分し、その登記を申請する場合  

         ⇒前提として、相続登記を申請する (登 研 147号 )    
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【 テ キ ス ト Ⅰ Ｐ 269 動 画 差 替 ・ 追 加 （ 第 2章 所 有 権 移 転 79包 括 承 継

8） 】  

 ８  相 続 人 不 存 在  

  ＜相続人のあることが明らかでないとき＞  

 

「相続人不存在」とは？ 

 

①戸籍上に法定相続人たり得る者の記載が全くない場合 

 （戸籍上の最終順位の相続人全員が存在しない場合） 

 

②戸籍上に法定相続人たり得る者の記載があっても、その者が相続欠格者 

・相続廃除者・相続放棄者であるとき又は被相続人と同時死亡の推定を 

受けたが、次順位の相続人もしくは代襲相続人がいないとき 

     

 

        相続財産を法人とする（相続財産法人）  

        ※ 相 続 財 産 清 算 人 が 誰 の た め の 代 理 人 か を 説 明 す る た め に 相 続 財 産 自 体 を 法 人 と し た 。  

                ▼  

       「登記名義人表示変更登記」によって、相続財産法人名義にする           

                                                           

                                 

                 田中太郎  １   所有権保存  

         田中太郎 

 

                     名変で  

 

             相続財産法人  

 

 

                ①死亡→相続財産法人化      

         遅 滞 な く                             

                ②相続財産清算人選任と相続人捜索についての公告    

 ６ か 月 以 上        ※ 改 正 に よ り こ の ２ つ を 一 つ の 公 告 で 同 時 に 行 う こ と と し た 。 ま た 、 従 前 は ② と ③ の  
間 に 「 ２ か 月 」 の 期 間 が あ っ た が 、 改 正 後 は ③ の 公 告 も 同 時 並 行 的 に 実 施 可 能 と す  
る こ と で 、 清 算 手 続 き の 合 理 化 が 図 ら れ た 。     

                ③相続債権者・受遺者に請求申出の公告  

        ２ カ 月 以 上         

                         

                ※ 改 正 前 は こ の 期 間 （ ２ か 月 以 上 ） 満 了 後 に ６ か 月 以 上 の 期 間 を 定 め て 相 続 人 捜 索 に つ い  

て の 公 告 を 行 っ て い た （ 旧 ９ ５ ８ ） が こ れ を 削 除 し た 。                         

                       ④相続人不存在確定                         

         ３ カ 月     ⑤特別縁故者の請求          
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＜申請手続＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）登記原因及びその日付              

日付  死亡の日  

原因  相続人不存在  

 

     死亡時の氏名及び住所が登記記録上の表示と異なるときは、その変更  

についての登記原因及び日付を併記する（登研 665号）。  

 

（２）変更後の事項  

          住所は死亡時の住所が登記記録上の住所と異なる場合のみ記載する (精義)  

 

（３）申請人   

          相続財産清算人からの単独申請  

          (中 間 の 代 理 人 を 記 載 す る 例 外 の ﾊﾟﾀｰﾝ)  

 

（４）添付情報  

        ①登記原因証明情報  

     ⇒変更を証する情報として、除籍謄本等を提供する  

          ※ 田 中 太 郎 の 死 亡 と 相 続 人 の 不 存 在 を 明 ら か に す る た め 。  

 

  登記の目的    １番所有権登記名義人氏名変更  

 

  原因         令和１年７月１日相続人不存在  

 

  変更後の事項  登記名義人  

                   亡田中太郎相続財産  

 

  申請人       大阪市中央区伏見町一丁目２番３号  

                亡田中太郎相続財産清算人鈴木三郎  

                        

 

  添付情報      登記原因証明情報  

              代理権限証明情報  

 

  登録免許税    金 1,000円  

  不動産の表示 （省略）  

 

理 由  
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        ②代理権限を証する情報  

          ⇒相続財産清算人の資格証明書として、家庭裁判所の選任審判書を  

      提供する  

 

この家庭裁判所の選任審判書により、 相続人不存在の場合に相続財産

清算人が選任されたものであること及び被相続人の死亡年月日が明ら

かであるときは、 登記原因証明情報（変更証明書）として、兼ねるこ

とができる （ 昭 ３ ９ ． ２ ． ２ ８ 第 ４ ２ ２ 号 ）  

      

 

 

（５）登録免許税  

          不動産１個につき、１０００円  

 

 

（６）登記の実行  

          付記登記  

 

 １  

 

付記１号  

 所有権保存  

           田中太郎  

 

 １番所有権登記名義人氏名変更  

     亡田中太郎相続財産  

 

 

 

  ＜応用論点＞  

     ①表題部所有者が死亡し、相続人が明らかでない場合  

       ⇒変更を証する書面を添付して、直接、相続財産法人名義に保存登記がで  

きる (登研399号)                     

                               
 表題部   

      田中太郎  

 

 １   所有権保存  

       亡田中太郎相続財産  
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②相続財産清算人が選任されていない場合  

   ⇒そ の 選 任 手 続 を 経 る こ と な く 、 被 相 続 人 の 債 権 者 が 、 競 売 申 立 受 理

証 明 を 代 位 原 因 を 証 明 す る 情 報 と し て 、 当 該 不 動 産 の 登 記 名 義 人 の

表示を相続財産法人名義に変更する代位の登記を申請することができる        

（登研 718号）  

         1000万円  

         Ａ               甲  

    （債権者）                 

 

   

                   相続財産法人           
                 相 続 財 産 清 算 人 － 選 出 な し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③共有者甲乙のうち甲が死亡し、相続人不存在により甲の持分について相続  

財産法人名義に付記登記がなされている場合  

 ⇒乙が持分放棄をしたときの申請人は亡甲相続財産と乙である  

 ※ 相 続 財 産 法 人 も 権 利 主 体 と な れ る の で 申 請 人 と し て 認 め ら れ た 。  (昭31.6.25第1444号)     
 

                           

１  

 

 

付記１号  

 所有権保存  

              １／２ 甲  

        １／２ 乙  

 

⇒  ①相続人なくして死亡  

 ⇒  ②持分放棄（注）  

 １番所有権登記名義人氏名変更  

   共有者甲登記名義人  

       亡甲相続財産  

 

  （注）登記権利者：亡甲相続財産  

      登記義務者：乙  
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     ④未登記の不動産の共有者の１人が相続人なくして死亡した場合  

    ⇒相続財産及び他の共有者のための所有権保存登記をした後に帰属持分に  

ついて持分移転の登記をする (明 43.11.22第 906号 )                
                                                       

 
 表題部   

 ⇒  相続人なくして死亡   １／２ 田中太郎  

 １／２   山本次郎  

 

 １   所有権保存  

 １／２ 亡田中太郎相続財産  

 １／２   山本次郎  

 

２   亡田中太郎相続財産持分全部移転  

 年月日特別縁故者不存在確定  

 

 １／２  山本次郎  

 

      直接、山本次郎の単独名義での所有権保存登記は不可  
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【 テ キ ス ト Ⅰ Ｐ 274 動 画 差 替 ・ 追 加 （ 第 2章 所 有 権 移 転 79包 括 承 継
9） 】  

 ９  特 別 縁 故 者 に 財 産 を 分 与 す る 場 合    

                       

            田中太郎            

 

 

 

         相続財産法人  

１  

 

付記１号  

 所有権保存  

           田中太郎  

 

 １番所有権登記名義人氏名変更  

     亡田中太郎相続財産  

 

 

 

         特別縁故者  

 

 

        以下のような特別縁故者から請求があった場合              

       ⇒家庭裁判所が相当と認めるときは、清算後、残存すべき相続財産の  

     全部ｏｒ一部をこれらの者に分与することができる                  

  

                                                             

 ①被相続人と生計を同じくしていた者                       

②被相続人の療養看護につとめた者  

③その他被相続人と特別の縁故があった者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  登記の目的  所有権移転  

 

  原因       令和２年８月１日民法第９５８条の２の審判  

 

  権利者     大阪市北区波花町２番７号  

                山本陽子  

  義務者     大阪市中央区伏見町一丁目２番３号  

              亡田中太郎相続財産  

 

  添付情報    登記原因証明情報 住所証明情報  

            代理権限証明情報  

 

 課税価格    金1,000万円  

 

登録免許税  金 20万円  

 

不動産の表示 （省略）  
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（１）原因及びその日付  

日付  審判確定日  

原因  民法第９５８条の２の審判  

 

 

（２）申請人    

        ①特別縁故者からの単独申請ＯＫ (昭 37.6.15第 1606号 )  

                                                

ｃ ｆ ． こ れ は 判 決 に よ る 登 記 に 準 じ た も の で は な く 、 相 続 登 記 に 準 じ た も の で あ る た め 、 審 判 に 登 記 手 続
き を 命 ず る 条 項 が な く て も よ い （ 注 釈  不 動 産 登 記 法  総 論 ） 。  

     

 
        ②ただし、上記①の先例は共同申請を排除するものではない  

          ⇒特別縁故者と相続財産清算人からの共同申請もＯＫ  

                                                    

                        

    ③登記義務者は、相続財産法人となる。  

 

 

（３）添付情報  

        ①登記原因証明情報  

          ⇒審判書正本（確定証明書付）を提供する    

 

        ②農地法の許可を証する情報不要            

 

     ③共同申請の場合は、登記識別情報及び相続財産清算人の印鑑証明書を  

提供する。  

 

 

 

（４）登録免許税  

          ２０／１０００  
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１ ０   特 別 縁 故 者 不 存 在 確 定   

                                                                

                          １／２    １／２                                 
                      田中太郎   山本次郎                                

                         死亡  

                        ？   

                                                                

         田中太郎が死亡して相続人が存在しない場合  

 

 

 

 

 

 

 

 １  

 

 

付記１号  

 所有権保存  

   １／２   田中太郎  

  １／２   山本次郎  

 

 １番所有権登記名義人氏名変更  

   共有者田中太郎登記名義人  

     亡田中太郎相続財産  

 

    ＜特別縁故者の不存在が確定し、他の共有者に帰属する場合＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①まず、「特別縁故者」への財産分与(958の3)の対象となる     

            ▼  

  特別縁故者がいなければ  

            ▼  

②「他の共有者」へ帰属(255)  (最判平元.11.24)        

 

 

  登記の目的  亡田中太郎相続財産持分全部移転  

 

  原因       令和２年９月１日特別縁故者不存在確定  

 

  権利者     大阪市北区波花町２番７号  

               持分２分の１ 山本次郎  

  義務者     大阪市中央区伏見町一丁目２番３号  

              亡田中太郎相続財産  

 

  添付情報   登記原因証明情報 登記識別情報  

           印鑑証明情報 住所証明情報  

           代理権限証明情報  

 

課税価格    移転した持分の価格 金500万円  

 

登録免許税  金 10万円  

 

不動産の表示 （省略）  
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（１）登記原因及びその日付  

 

日付  

  ①特別縁故者の申立期間満了日の翌日  

 

  ②申立が却下された場合  

    ⇒却下審判確定日の翌日  

原因  特別縁故者不存在確定  

 

 

（２）申請人  

        ①他の共有者と相続財産清算人が共同して申請することになる。    

                                                                            

②登記義務者は、相続財産法人となる。  

 

    ③原則どおり、相続財産清算人は記載しない。  

          ※ 中 間 の 代 理 人 で あ る た め 。 た だ し 、 こ れ を 記 載 し て い る 例 も あ る （ 相 続 に お け る 戸 籍 の 見 方 と 登 記 手 続 ）  

 

 

（３）添付情報  

         印鑑証明書  

        ⇒相続財産清算人の印鑑証明書を提供する  

 

 

 

（４）登録免許税  

          ２０／１０００  

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


